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１ 【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成28年３月１日に臨時報告書の訂正報告書及び臨時報告書を提出したことに伴い、平成28年２月18日に提出し

た有価証券届出書の記載事項の一部に訂正すべき事項が生じたため、本有価証券届出書の訂正届出書を提出いたし

ます。

 
２ 【訂正事項】

　第一部　証券情報　

　　第３ 第三者割当の場合の特記事項　

　　５ 第三者割当後の大株主の状況

 

　　第三部　追完情報

　　２臨時報告書の提出

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。ただし、「第三部　追完情報　２臨時報告書の提出」に記載の平成28

年３月１日提出の臨時報告書の訂正報告書につきましては全て追加となるため同訂正報告書における訂正箇所のみ下

線を付しております。

　

第一部【証券情報】

第３【第三者割当の場合の特記事項】

＜訂正前＞

５ 【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合

(％)

割当後の
所有株式数
(千株)

割当後の総議決権
数に対する所有
議決権数の割合

(％)

 資 産 管 理
サービス信託
銀行株式会社
（信託Ｅ口）

 東京都中央区晴海一丁目
８番12号晴海トリトンスク
エア　タワーＺ

― ― 500 9.80

 服部　正太  東京都品川区 491 10.68 491 9.64

 株式会社南
悠商社

 東京都港区虎ノ門４丁目
１－35

490 10.65 490 9.61

 合 同 会 社
Astiインベス
トメント

 東京都千代田区丸の内３
丁目１番１号　東京共同会
計事務所内

380 8.28  380 7.47

 株式会社り
そな銀行

 大阪府大阪市中央区備後
町２丁目２－１

200 4.35 200 3.92

 富野　壽  神奈川県茅ケ崎市 195 4.25 195 3.83

 有限会社構
研コンサルタ
ント

 東京都品川区上大崎１丁
目７－３

115 2.51 115 2.26

 阿部　誠允  東京都武蔵野市 90 1.97 90 1.77

 三吉　健滋  東京都小平市 62 1.37 62 1.23

 日 本 マ ス
タートラスト
信託銀行株式
会社（役員株
式 報 酬 信 託
口・７５７１
６口）

 東京都港区浜松町２丁目
11番３号

56 1.24 56 1.11

計 ― 2,083 45.28 2,583 50.64
 

(注) １．平成27年12月31日現在の株主名簿を基準として記載をしております。

２．上記のほか当社保有の自己株式1,504,528株（平成27年12月31日現在）は割当後1,004,528株となります。な

お、「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」については、本自己株式処分による自己株式の減

少を織り込んだ割合となっています。
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＜訂正後＞

５ 【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合

(％)

割当後の
所有株式数
(千株)

割当後の総議決権
数に対する所有
議決権数の割合

(％)

 資 産 管 理
サービス信託
銀行株式会社
（信託Ｅ口）

 東京都中央区晴海一丁目
８番12号晴海トリトンスク
エア　タワーＺ

― ― 500 9.80

 株式会社南
悠商社

 東京都港区虎ノ門４丁目
１－35

490 10.65 490 9.61

服部　正太  東京都品川区 456 9.93 456 8.96

 合 同 会 社
Astiインベス
トメント

 東京都千代田区丸の内３
丁目１番１号　東京共同会
計事務所内

380 8.28 380 7.47

 株式会社り
そな銀行

 大阪府大阪市中央区備後
町２丁目２－１

200 4.35 200 3.92

 富野　壽  神奈川県茅ケ崎市 195 4.25 195 3.83

 有限会社構
研コンサルタ
ント

 東京都品川区上大崎１丁
目７－３

150 3.26 150 2.94

 阿部　誠允  東京都武蔵野市 90 1.97 90 1.77

 三吉　健滋  東京都小平市 62 1.37 62 1.23

 日 本 マ ス
タートラスト
信託銀行株式
会社（役員株
式 報 酬 信 託
口・７５７１
６口）

 東京都港区浜松町２丁目
11番３号

56 1.24 56 1.11

計 ― 2,083 45.28 2,583 50.64
 

(注) １．平成27年12月31日現在の株主名簿を基準として記載をしております。ただし、服部正太からの報告により、

平成28年２月22日現在において、服部正太及び有限会社構研コンサルタントの所有株式数が、それぞれ

456,800株及び150,000株であることが確認されたため、服部正太及び有限会社構研コンサルタントについて

は、かかる所有株式数を基準として記載をしております。

２．上記のほか当社保有の自己株式1,504,528株（平成27年12月31日現在）は割当後1,004,528株となります。な

お、「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」については、本自己株式処分による自己株式の減

少を織り込んだ割合となっています。

 

第三部 【追完情報】

２臨時報告書の提出

＜訂正前＞

「第四部 組込情報」に掲げた第57期有価証券報告書の提出日以後、本有価証券届出書提出日現在までに、以下の臨

時報告書を関東財務局長に提出しております。

 
（後略）

 
＜訂正後＞

「第四部 組込情報」に掲げた第57期有価証券報告書の提出日以後、本有価証券届出書の訂正届出書提出日（平成28

年３月１日）現在までに、以下の臨時報告書及び臨時報告書の訂正報告書を関東財務局長に提出しております。

 
（中略）

 
（平成28年３月１日提出臨時報告書の訂正報告書）

１［臨時報告書の訂正報告書の提出理由］
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平成28年２月18日に提出いたしました臨時報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項が生じましたので、これを訂

正するため、臨時報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 
２［訂正事項］

　２　報告内容

 
３ [訂正箇所]

  訂正箇所は＿を付して表示しております。

 
＜訂正前＞

（１）当該異動に係る主要株主の氏名又は名称

　 　　主要株主でなくなるもの　　①服部　正太

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②株式会社南悠商社

 
（２）当該異動の前後における当該主要株主の所有議決権の数及び総株主等の議決権に対する割合

  　　①服部　正太

 議決権の数 総株主等の議決権に対する割合

異動前 4,915個 10.68％

異動後 4,915個 9.64％
 

 

  ②株式会社南悠商社

 議決権の数 総株主等の議決権に対する割合

異動前 4,900個 10.65％

異動後 4,900個 9.61％
 

（注）１．異動前の「総株主等の議決権に対する割合」の計算においては、当社が平成28年２月12日に提出した第58期

第２四半期報告書に記載された平成27年12月31日現在の総株主の議決権の数（46,008個）を分母として計算

しております。

２．異動後の「総株主等の議決権に対する割合」の計算においては、上記１．の議決権の数（46,008個）に自己

株式処分の対象となる株式に係る議決権数5,000個を加算した合計51,008個の議決権数を分母として計算し

ております。

３．「総株主等の議決権に対する割合」については、小数点第三位を四捨五入しております。

 
    (3) 当該異動の年月日

 平成28年３月10日（木）　（予定）

 
(4) その他の事項

 本報告書提出日現在の資本金の額　　　　 　1,010,200千円

  本報告書提出日現在の発行済株式総数　 　　　6,106,000株

 
＜訂正後＞

（１）当該異動に係る主要株主の氏名又は名称

　 　　主要株主でなくなるもの　　①服部　正太

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②株式会社南悠商社

 
（２）当該異動の前後における当該主要株主の所有議決権の数及び総株主等の議決権に対する割合

  　　①服部　正太

 議決権の数 総株主等の議決権に対する割合

異動前 4,915個 10.68％

異動後 4,915個 9.64％
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      ②株式会社南悠商社

 議決権の数 総株主等の議決権に対する割合

異動前 4,900個 10.65％

異動後 4,900個 9.61％
 

（注）１．異動前の「総株主等の議決権に対する割合」の計算においては、当社が平成28年２月12日に提出した第58期

第２四半期報告書に記載された平成27年12月31日現在の総株主の議決権の数（46,008個）を分母として計算

しております。

２．異動後の「総株主等の議決権に対する割合」の計算においては、上記１．の議決権の数（46,008個）に自己

株式処分の対象となる株式に係る議決権数5,000個を加算した合計51,008個の議決権数を分母として計算し

ております。

３．「総株主等の議決権に対する割合」については、小数点第三位を四捨五入しております。

 

    (3) 当該異動の年月日

 平成28年３月10日（木）　（予定）

 
(4) その他の事項

 本報告書提出日現在の資本金の額　　　　 　1,010,200千円

  本報告書提出日現在の発行済株式総数　 　　　6,106,000株

 
(5) 提出日後の発生事実

本報告書提出日付で提出した臨時報告書に記載のとおり、服部正太は、平成28年２月22日にその保有する当社の普

通株式34,700株を処分し、これにより主要株主に該当しないこととなりました。そのため、服部正太については、上

記自己株式処分によっては、主要株主の異動は生じない見込みとなりました。

 
（平成28年３月１日提出臨時報告書）

１［提出理由］

当社の主要株主に異動がありましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府

令第19条第２項第４号の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものであります。

 
２［報告内容］

(1) 当該異動に係る主要株主の氏名又は名称

　主要株主でなくなるもの　　　　　　服部　正太

 
(2) 当該異動の前後における当該主要株主の所有議決権の数及び総株主等の議決権に対する割合

 議決権の数 総株主等の議決権に対する割合

異動前 4,915個 10.68％

異動後 4,568個 9.93％
 

（注）１．異動前及び異動後の「総株主等の議決権に対する割合」の計算においては、当社が平成28年２月12日に提　

出した第58期第２四半期報告書に記載された平成27年12月31日現在の総株主の議決権の数（46,008個）を分

母として計算しております。

　２．「総株主等の議決権に対する割合」については、小数点第三位を四捨五入しております。

 
(3) 当該異動の年月日

　平成28年２月22日（月）

 
(4) その他の事項

　本報告書提出日現在の資本金の額 　　　1,010,200千円

　　本報告書提出日現在の発行済株式総数 　　6,106,000株
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